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①医療、②環境、③ＩＴ

による安全・安心な社会、

④ITS、⑤電子行政、⑥

IT経営、⑦豊かな生活、

⑧ユニバーサルデザイ

ン社会、⑨インフラ、⑩

安心できるＩＴ社会、⑪

高度IT人材、⑫人的基

盤づくり、⑬研究開発、

⑭国際競争力、

⑮国際貢献

先導7分野でのＩＴ

利活用の促進

①医療

②食

③生活

④中小企業金融

⑤知

⑥就労・労働

⑦行政サービス

①インフラ

②電子商取引、

③電子政府、

④人材

2001 2006 2009 2020

■３大重点プロジェクト

①電子政府・自治体

②医療

③教育・人材

■産業・地域の活性化

及び新産業

■デジタル基盤の整備

2010

①国民本位の電子行政の

実現

・政府CIOの設置

・行政キオスク端末の設置・

促進

②地域の絆の再生

・医療情報化

③新市場の創出と国際展開

・人・モノの移動のグリーン

化の推進

e-Japan戦略Ⅱ
(2003年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略
(2006年1月)

ＩＴによる構造
改革力追求

e-Japan戦略
(2001年1月)

ブロードバンド
インフラの整備

i-Japan戦略2015 
(2009年7月)

誰もがデジタル技術
の恩恵を実感

新たな情報通信
技術戦略
(2010年5月)
新たな国民主権
の確立

世界で最も整ったインターネット
利用環境を実現

ＩＴ基本法施行
（2001年1月）

世界最先端
IT国家創造宣言
(2013年6月)
閉塞を打破し、再生

１．革新的な新産業・新サー

ビスの創出と全産業の成

長を促進する社会の実

現

２．健康で安心して快適に生

活できる、世界一安全で

災害に強い社会の実現

３．公共サービスがワンス

トップで誰でもどこでもい

つでも受けられる社会の

実現

これまで、利活用の促進に向けた戦略を策定したが、未だ、国民・社会全般において十分な利活用が進んでいない。
【主な要因】
①コスト意識・利用者視点の欠如、②情報の連携や利活用を妨げる標準化・互換性の不足、
③縦割り行政、規制の不十分な見直し、④業界団体等の導入主体の特性

2013

IT推進のための戦略から、
ITによる社会変革のための戦略に
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総理指示：ＩＴ政策の立て直し
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Ⅲ.目指すべき社会・姿を
実現するための取り組み

Ⅳ.利活用の裾野拡大を
推進するための基盤の強化

Ⅴ.本戦略の
推進体制・推進方策

Ⅱ.目指すべき社会・姿

Ⅰ.基本理念

Ổở
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Ⅰ.基本理念

１．閉塞を打破し、再生する日本へ

Ẇ

Ẇ

Ẇ Ổở

2. 世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現に向けて

Ẇ Ổở
ỎỔỚ

Ổở

Ẇ Ổở

Ẇ 5 ṕ2020 Ṗ

○ PDCA

Ổở ễ

１．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現
Ẇ ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ẇ Ẇ

Ẇ ṕ Ṗ Ẇ

２．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会
Ẇ Ẇ
Ẇ Ẇ
Ẇ

３．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現
Ẇ Ẇ
Ẇ Ổở

Ⅱ.目指すべき社会・姿

9



ểḰ

Ẇ 2013 2014
2015

Ẇ

（１）公共データの民間開放（オープンデータ）・ビッグデータの活用の推進

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取り組み

Ẇ2016 ỌỔ
ṕ Ṗ
Ẇ ỌỔ

2018 2020 ể

（２）ＩＴを活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と国際展開（Made by Japan 農業の実現）

（３）幅広い分野に跨がるオープンイノベーションの推進等

Ẇ

（４）ＩＴ・データを活用した地域（離島を含む。）の活性化

Ẇ 2015

（５）次世代放送サービスの実現による映像産業分野の新事業創出、国際競争力の強化

ẆỆỖ 2014 ỊỖ 2016
Ẇ2020 ỆỖ ỊỖ 10



ü

Ｂ機構

Ｃ市Ａ省

公開データ

公開データ

公開データ

企業・個人等

保有データ

多様なデータを
組み合わせた
加工、分析等

新サービス・新ビジネス

検索、収集

ṕ Ṗ
ṕ
Ṗ ṕ Ṗ

データカタログ
（ポータルサイト）

Ẇ
Ẇ
Ẇ ṕ Ṗ

Ẇ
ṕ Ṗ

Ẇ

Ẇ

現状及び課題

ṕ Ṗ

11

具体的な取組

KPI



ü

セ
ン
サ
ー

篤農家の匠の技を
ITでデータ化

気
付
き
デ
ー
タ
の
入
力

篤農家の匠の技の伝承

国内の就農者に技術を継承
（大規模化にも対応）

ノウハウを
提供

非破壊センサーで高付加価値作物

機
能
性
成
分

施肥？

・非破壊センサーで糖度や機能性成分
を常時測定し、どの作業が含量に
影響するかを定量的に把握
・多くの機能性成分や糖分を含む農産
物の生産方法を確立
・価格競争に陥らない高付加価値作物
の生産を伸ばし、輸出拡大にも貢献

農業のサービス産業化

コンサ
ルテー
ション

資材等の売り
切りではなく
継続的、発展
的なサービス
を提供する
ビジネスを創出

標準化
プラットフォーム
（共有）化

海外の農家に
技術提供

高度な農法をパッケージで提供

Ẇ Ổở

Ẇ Ổở

Ẇ ṕ
Ṗ

Ổở

Ẇ Ổở
Ẇ ṕ Ṗ
Ẇ ṕ Ṗ

IT

12

現状及び課題 具体的な取組

KPI
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（２）世界一安全で災害に強い社会の実現

Ẇ
2015 ổ

Ẇ2018 Ổở
Ẇ 2016 2020

②ＩＴ利活用による世界一安全で経済的な社会インフラの実現

Ẇ 2013 2014
2015

Ẇ2020 20Ṿ

①命を守る災害関連情報の提供等、防災・減災体制の構築

（１）適切な地域医療・介護等の提供、健康増進等を通じた健康長寿社会の実現

①効果的・効率的で高品質な医療・介護サービスの展開

Ẇ
2018

②現役世代からの健康増進等、医療・健康情報等の各種データの活用推進

Ẇ
2016

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取り組み

13



（１）地域における医師の不足・偏在、医療従事者の負担増
（２）超高齢化社会の到来による医療・介護需要の増大

データを利活用した健康増進・管理や疾病予防の仕組みの構築、必要な時に効果的・効率的な医療介護や生活支援
サービス等を安心して受けられる持続的な体制を整備

国民が長く健康で自立して暮らすことができる社会（健康長寿社会）の実現

①効果的・効率的で高品質な医療・介護サービスの展開
ṕểṖ

ṕỄṖ

ṕễṖ

②現役世代からの健康増進等、医療・健康情報等の各種
データの活用推進

ṕỆṖ

ṕệṖ

ṕỈṖ

具体的な取組

現状

取組

将来像

ＫＰＩ

14
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IT

Ẇ

Ẇ

Ẇ

2020 20%

Ẇ

Ẇ Ổở

現状及び課題 具体的な取組

KPI

ü IT ṕ Ṗ



（３）家庭や地域における効率的・安定的なエネルギーマネジメントの実現

Ẇ2014 2016

（４）世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現

Ẇ2014
Ẇ

2020
Ẇ2018 2500 2020 ṕ

Ṗ

（５）雇用形態の多様化とワーク・ライフ・バランス（「仕事と生活の調和」）の実現

Ẇ
2016

Ẇ2020 2012 ễ ể
10Ṿ 55Ṿṕ38.0 Ṿṕ2009 ṖṖ 25 44
73Ṿṕ 66.8 Ṿṕ2011 ṖṖ

ẆỔở

ỄḰ

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取り組み
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見通し外の車両・歩行者

①信号のある交差点

②信号がなく、見通しの悪い交差点

「車両・歩行者が
接近中！」

「車両・歩行者が
接近中！」

右折時の対向直進者や歩行者

「車両が
接近中！」

電波

センシング

【凡例】

人身事故データ
（警察庁 2012）

・右折時に、センサー・カメラで捉えた
対向直進車やバイク、右折先の
歩行者を検知、道路上の通信
インフラを通じ、注意喚起。

・車-車、車-歩行者との通信により、他車や歩行者を
検知、注意喚起。また、自車の存在を発信。

交通事故の現状 交通事故の要因

ֳ

ֳ

‼

ᾍׄ

ṕ ṕ ṖṖ

Ẇ2018
2500

Ẇ2020

(*1)

①

②

KPI

(*1) 
17
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■テレワーク制度の本格的導入を希望する企業を全国から募集し、安全かつ汎用的なテレワークシステム、
システム利用や就業規則等の運用ルール策定に係る専門家派遣や相談窓口の設置等の支援策をパッケージ
で提供。

■本プロジェクトにより、例えば子育てや介護をしながら働く人が週１日以上在宅で就業する雇用型在宅型
テレワーク等を可能とする労務管理、人事評価、情報通信技術等に係る実証を行い、その成果を普及。

M

専門家派遣

相談窓口の設置＋ ・就業規則等運用
ルール策定

・システム利用等

A社

B社

C社

・
・
・

外出先
（スマホ、タブレット等）

テレワークシステム

Ẇ 1 6
30 M

Ẇ 1

2020
Ẇ 2012 3
Ẇ 1

10Ṿ

18

ṕ Ṗ

KPI



（１）利便性の高い電子行政サービスの提供

（２）国・地方を通じた行政情報システムの改革

Ẇ
Ẇ

Ẇ ỎỔỚ
2018 ṕ2012 Ḳ 1,500 Ṗ 2021

ṕễ Ṗ。
ẆỔở ṕọớờṖ

（３）政府におけるＩＴガバナンスの強化

Ẇ 2014
Ẇ Ổở ṕ Ổở Ṗ

2014
Ẇ

ễḰ

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取り組み
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各府省が個別に約1500の情報システムを整備している結果、

サイロ型構造になっているシステムを見直し、クラウド化

ₒ ⱪꜝ♇♩ⱨ◊כⱶ ◘▬꜡ ₓ ₒ ⱪꜝ♇♩ⱨ◊כⱶ ◒ꜝ►♪ ₓ
Ａ省庁舎

運用監視
要員

運用監視
要員

データセンタＢ

Ｂ省庁舎

Ｃ省庁舎・乙

データセンタＤ

【Ｂシステム】【Ａシステム】

利用者
（職員）

利用者
（職員）

利用者
（職員）

運用監視要員

【Ｃシステム】

【Ｄシステム】

データセンタＣ

運用監視
要員

霞が関
ＷＡＮ（β）

利用者
（職員）

Ａ省庁舎 Ｂ省庁舎利用者
（職員）

サーバ

【Ａ、Ｂ、Ｄシステム】

特殊なシステム（旧式の大型システム、地方等に多数の拠点を
有しているシステムなど、移行が馴染まないシステム）

政府共通PF

利用者
（職員）

Ｃ省庁舎

運用監視要員

運用監視要員

【Ｃシステム】

データセンタＣ

首都拠点

分散拠点

データセンタ

政府共通
ネットワーク

ǀȳȢɫḌȵȷɄɞ Ȣɟɶȶ ǁ ǀȭɧȤɇӓ Ȣɟɶȶ ǁ

個別Ａ
プログラム
基本

ソフトウェア

ハードウェア

施設・設備 施設・設備

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別Ｂ
プログラム

施設・設備

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別Ｃ
プログラム

施設・設備

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別Ｄ
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別Ｅ
プログラム

施設・設備 施設・設備

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別Ｆ
プログラム

Aシステム
（レガシーシステム）

Bシステム Cシステム Dシステム Eシステム Fシステム

ハードウェア

共通機能（利用者認証機能、決裁機能等）

基本ソフトウェア 基本ソフトウェア 基本ソフトウェア

個別Ｅ
プログラム

個別Ｂ
プログラム

個別Ｃ
プログラム

個別Ｆ
プログラム

個別Ｄ
プログラム

施設・設備

個別Ａ
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

施設・設備

○セキュリティ機能の強化

○大規模災害時への対応強化

○情報システム運用経費の低減

20
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IT

内閣情報通信政策監（政府ＣＩＯ）
：政府全体のＩＴガバナンス強化

各府省 ：ＩＴ投資管理やレビューの高度化

国民 ：政府全体の投資状況や実施状況の確認

ＩＴベンダ：競争の促進。生産性データ等の活用

ＩＴ投資を
・適正化
・高度化

税金の効果的活用
利便性の高いシステムの実現

ＩＴ業界の成長を促進

ＩＴ投資
情報

担当案件を、他のＩＴ投資情報と
比較して確認・改善

府省内のＩＴ投資の状況を分析し、
投資適正化を指示

政府のＩＴ投資実施状況
を確認

各府省
プロジェクト担当者

各府省
ＣＩＯ、ＰＭＯ等

内閣情報通信政策監
（政府ＣＩＯ）

国民、ＩＴベンダ

政府全体のＩＴ投資を分析し、方針整備

米国のダッシュボードは、ＩＴ投資情報
を公開することに重点

βダッシュボードとは、複数の情報源からデータを集め概要をまとめて一覧表示する機能や画面をいう

日本版ダッシュボードは、26年度早期
に上記機能を実現し、さらに、それ以
降に、ＩＴ投資管理を充実させるための
機能（開発情報等を蓄積・公開）を拡
張的に追加予定。

米国政府のITダッシュボードとの比較

米国 日本

IT投資情報 ○ ○

開発計画・実績情報 ◎

技術情報の蓄積・公開 ◎

21
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（１）教育環境自体のＩＴ化
Ẇ ể ể LAN

Ổở Ổở
Ẇ2010 Ổở
（２）国民全体のＩＴリテラシーの向上
Ẇ Ổở
（３）国際的にも通用・リードする実践的な高度なＩＴ人材の育成
Ẇ Ổở
Ẇ Ổở
Ẇ

Ẇ
Ẇ
Ẇ Ổở ṕ Ṗ Ổở

Ẇ ṕ 25 6 10 Ṗ

Ẇ Ṅ ṕ
Ṗ Ổở

Ẇ

１．人材育成・教育

２．世界最高水準のＩＴインフラ環境の確保

３．サイバーセキュリティ

４．研究開発の推進・研究開発成果との連携

Ⅳ．利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化

22



（１）政府ＣＩＯの司令塔機能の発揮
Ẇ
Ẇ Ổở ṕ Ṗ
Ẇ ṕ Ṗ
ẆớỏỎỌ ṕ Ṗ
（２）ＩＴ総合戦略本部における推進管理体制
ẆỔở ỎỔỚ

Ẇ ỎỔỚ Ổở PDCA

１．本戦略のPDCAサイクル等の推進管理体制

２．目標・進捗管理における評価指標

Ẇ ỖớỔṕ ḲKey Performance Indicator Ṗ

Ổở ṕ Ṗ
Ổở

Ổở ṕ Ṗ
Ổở ṕ Ṗ

３．規制改革と環境整備

４．成功モデルの実証・展開

Ẇ
Ổở

ẆỔở

Ⅴ．本戦略の推進体制・推進方策

23
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政府によるＩＴ投資（行政情報システムを含む）は、各府省個別に行われてきた結果、重複や連携不足など
によるムダの発生や利便性の低下といった問題を抱えている。

そこで、政府全体のＩＴ政策を統括する者（政府ＣＩＯ）を設置し、各府省とハイレベルの調整を行えるようにす
ることで、政府のＩＴ投資におけるムダを省き、国民の利便性を向上させる体制を構築することが急務となって
いる。

（１）ｉ－Ｊａｐａｎ戦略2015（平成21年７月ＩＴ本部決定）
「電子政府と行政改革を担う政府CIO を任命し、予算の調整や配分等の必要な権限と組織を早期に整備する
こと。」

（２）新たな情報通信技術戦略（平成22年５月ＩＴ本部決定）
「政府ＣＩＯ等推進体制の速やかな整備」

（３）電子行政推進に関する基本方針（平成23年８月ＩＴ本部決定）
「電子行政の取組を迅速かつ強力に推進していくため、政府の電子行政推進に係る実質的な権能を有する司
令塔として、政府ＣＩＯ制度を導入する。」

（４）政府情報システム刷新に当たっての基本的考え方（平成24年11月ＩＴ本部、行革本部決定）
「政府ＣＩＯの役割を明確化し、次期通常国会に、必要な権限等について規定した法案を提出すること」

平成25年５月31日 内閣法等の一部を改正する法律 公布・施行
⇒内閣官房に「内閣情報通信政策監」（政府ＣＩＯ）設置

平成25年６月４日 遠藤紘一氏を内閣情報通信政策監に任命
内閣情報通信政策監を室長とし、情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室発足 25
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１．内閣官房における事務・権限（内閣法）

Å 内閣官房副長官に次ぐ位置づけ（各府省政務官クラス【事務次官より上】の位置づけ）

Å 政府全体のＩＴ政策及び電子行政の推進等の企画立案・総合調整を行う権限（ＩＴの活用によ
る国民の利便性の向上及び行政運営の改善に関する事務を統理）。

２．ＩＴ総合戦略本部における事務・権限(ＩＴ基本法)

Å ＩＴ総合戦略本部に国務大臣と同等の本部員として参加。

Å ＩＴ総合戦略本部の事務の一部（府省横断的な計画の作成、経費の見積りの方針の作成、施
策の実施に関する指針の作成、施策の評価、行政機関の長に対する資料の提出その他の
協力の求め）を、本部長（内閣総理大臣）の委任に基づき実施（＝本部決定と同じ効果）。

Å 委任を受けた事務の実施につき、本部長に対して意見・報告（本部長は必要に応じて関係行
政機関の長に対して勧告）。

政府全体のＩＴ政策及び電子行政の推進の司令塔として、府省横断的な権限を有する内閣情報
通信政策監（いわゆる政府ＣＩＯ※）を設置するとともに、政府ＣＩＯをＩＴ総合戦略本部の本部員に

加え、本部長がその事務の一部を政府ＣＩＯに行わせることができること等を規定。
※ＣＩＯ：Chief Information Officer の略

26
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